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１  編 成 方 針 
 

 

 

歳入の大幅な減少が見込まれる厳しい財政状況のもと、明確な将来展望を示す「新生

としま」を実現するための施策を重点的に展開するとともに、２年次目となる財政健全化計

画により、歳出抑制、歳入確保等を着実に実施し、１６年度黒字達成への道筋を確かなも

のとする予算 

 

 

 
 

平成１４年度予算は、上記の方針のもと、下記の事項を基本として編成しました。 
 

 

１．区政の新生 
区政運営の基本となる基本構想、基本計画をはじめ基幹計画の改定等に着手し、新

世紀にふさわしい、文化薫る豊島区づくりへ区制７０周年を契機に取り組むこと。 
 

２．保健福祉基盤の充実 
新たな手法による介護施設、子育て施設等の整備を具体化しつつ、併せて施策のレ

ベルアップをはかること。 
 

３．教育としまの推進 
将来の人材となる児童・生徒のため、学習環境の整備等を計画的に進めるとともに、

学校運営、生涯学習施策を充実すること。 
 

４．副都心の再生と環境の保全 
再開発事業の始動、新たな資源回収事業の開始などにより、個性ある都市創造のた

め、総合的な街づくり施策を推進すること。 
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２  財 政 規 模 
 

 
平成１４年度の一般会計予算規模は、９０６億６９百万円となり、前年度当初予算の９４６

億９百万円に比べ、３９億４０百万円の減、４．２％のマイナスとなっています。 
人件費は、前年度に比べ７億８２百万円、３．２％の増となり、事業費は３７億９４百万円、

５．８％の減となっています。投資的経費は９億２９百万円、２０．１％の減となっています。 
特別会計を含めた財政規模は、１，４４８億３８百万円となり、前年度当初予算に比べ２４

億１６百万円の減、１．６％のマイナスとなっています。 
 

 
 

 
財政規模の対前年度比較 

     （単位：百万円） 

 
区  分 

 

 
１４年度 

 

 
１３年度 

 

 
増減額 

 

 
増減率（％） 

 

一 般 会 計 ９０，６６９ ９４，６０９ △ ３，９４０ △ ４．２ 

人 件 費 ２５，３４３ ２４，５６１ ７８２ ３．２ 

事 業 費 ６１，６２４ ６５，４１８ △ ３，７９４ △ ５．８ 

 

投 資 的 経 費 ３，７０１ ４，６３０ △ ９２９ △ ２０．１ 

特別会計（４会計） ５４，１６９ ５２，６４５ １，５２４ ２．９ 

合 計 （５会 計 ） １４４，８３８ １４７，２５４ △ ２，４１６ △ １．６ 

 
※ 特別会計は、国民健康保険事業会計、老人保健医療会計、介護保険事業会計、従前居住者対策会

計となります。 
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３  １４年 度 予 算 の特 徴 
 

 

 

平成１４年度の一般会計予算は、対前年度比３９億４０百万円の減、４．２％のマイナスと

なり、４年連続のマイナスとなっています。 

このマイナス幅は、平成元年度以降、３番目に大きなものとなっています。 
 

 
 

 

 

平成１４年度予算では、２年次目となる財政健全化計画（平成１４年度実施計画素案）に

もとづき、想定された財源不足に対処するため、内部努力の徹底、事務事業の見直しによ

り既定経費を圧縮するとともに、歳入の確保につとめました。 

その結果、財政健全化計画で想定した規模と同程度の、特別な財源対策を講じる必要

が生じ、庁舎等建設基金からの運用、職員給与の返上により対処することとしました。 

 

 

 
 

 
昨年夏以降の急速な景気の悪化により、税収の減少が見込まれる厳しい環境のなか、

区民サービスの継続性、安定性を保持しつつ、将来の基盤を整備するため、区政運営強

化、保健福祉、教育、都市整備、環境保全の分野へ重点的に対応しました。 
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４  歳 入 の 概 要 
 

 

 

特別区税は、対前年度比２億２０百万円の増、１．０％のプラスとなっています。 
これは、特別区民税が納税義務者の増加等により、一定の伸びが見込まれる反面、特

別区たばこ税は、売上本数が引き続き落ち込むと見込まれるため、微増となったもので

す。 

 

 

 
 

  
特別区交付金（都区財政調整交付金）は、２７３億８５百万円となり、対前年度比１０億６０

百万円の減、３．７％のマイナスとなっています。 

企業収益の悪化により、調整税のうち、市町村民税法人分が急速に落ち込むと見込ま

れ、大きなマイナス幅となったものです。 

 

 

 
 

 
地方消費税交付金は、景気低迷により伸び悩み、前年度とほぼ同規模となっています。 

一方、利子割交付金は、高金利時代に預け入れられた郵便貯金等の満期到来分が、

平成１２、１３年度に集中したため、１４年度は大幅に減少すると見込まれます。そのため、

対前年度比では９億８６百万円の減、５４．０％のマイナスとなっています。 
 

 
 

 

 
特別区債は、平成１２年度以降減少を続けていますが、１４年度は前年度をさらに下回

り、対前年度比２億９７百万円の減、１１．９％のマイナスとなっています。 
起債依存度も前年度から０．２ポイント低下し、２．４％となっています。 

 

 
※ 起債依存度とは歳入総額に占める特別区債の割合です。 
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歳入の対前年度比較 

（単位：百万円） 

区  分 １４年度 １３年度 増減額 増減率（％） 

特 別 区 税 ２３，２８５ ２３，０６６ ２２０ １．０ 

利 子 割 交 付 金 ８４０ １，８２６ △ ９８６ △ ５４．０ 

地方消費税交付金 ３，９３２ ３，９３６ △ ４ △ ０．１ 

地 方 特 例 交 付 金 １，６９３ １，７５５ △ ６３ △ ３．６ 

特 別 区 交 付 金 ２７，３８５ ２８，４４５ △ １，０６０ △ ３．７ 

特 別 区 債 ２，１９６ ２，４９３ △ ２９７ △ １１．９ 

 うち減税補てん債 ６７６ ６８７ △ １１ △ １．６ 

そ の 他 の 歳 入 ３１，３３８ ３３，０８８ △ １，７５０ △ ５．３ 

合  計 ９０，６６９ ９４，６０９ △ ３，９４０ △ ４．２ 
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５  歳 出 の 概 要 
 

 

 

人件費は、対前年度比７億８２百万円、３．２％のプラスとなっています。 
これは、派遣法の施行による外郭団体派遣職員制度の廃止、再任用制度の実施などに

より増加したもので、これらの要素を除いた職員数は、前年度に比べ７０人の減少となって

います。 

なお、定年退職者の増加などにより、退職手当が対前年度比４億５２百万円、２１．３％

の増加となっています。 

 

 
※ 派遣法とは「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」であり、職員の外郭団体

事務従事の適正化をはかるものです。 

 

会計別職員数の対前年度比較 
（単位：人） 

区  分 一 般 会 計 
国民健康保険 
事 業 会 計 

介 護 保 険 
事 業 会 計 

合  計 

１４年度 
２，６５３ 

（２，５９７） 

５４ 
（５４） 

３７ 
（３７） 

２，７４４ 
（２，６８８） 

１３年度 
２，６６８ 

（２，６６８） 

５２ 
（５２） 

３８ 
（３８） 

２，７５８ 
（２，７５８） 

増  減 
△ １５ 

（△ ７１） 

２ 
（２） 

△ １ 
（△ １） 

△ １４ 
（△ ７０） 

 
※ 再任用職員（２３人）を除いた数値で、（ ）内は外郭団体からの引き上げ職員を除いた職員数 

 
 

人件費の対前年度比較 
（単位：百万円） 

区  分 １４年度 １３年度 増 減 

人 件 費 ２５，３４３ ２４，５６１ ７８２ 

給 料 １１，７２２ １１，５０１ ２２２ 

職 員 手 当 １０，３７３ ９，８４２ ５３１  

共 済 費 等 ３，２４８ ３，２１８ ３０ 
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人件費の増減内訳 
（単位：百万円） 

区 分 増 加 減 少 

 
内 容 

 

・派遣職員引上 ５８９ 
・退職手当 ４５２ 

・再任用 ９５ 
・定期昇給等 ４５０ 

・人員削減 △ ７４６ 
・期末手当削減 △ ５８ 

 
 

増 減 

合 計 １，５８６ Δ ８０４ ７８２ 

※ 増減額は１３年度当初予算との比較です 

 

 
 

 
 

 

事業費は、対前年度比３７億９４百万円、５．８％の減となり、２年連続のマイナスとなって

います。 

減少額、減少率とも前年度をさらに上回り、過去最大規模の減少幅となっています。こ

れは、年金事務の移管などがあったものの、「財政健全化計画」による施策の見直しを引き

続き実施したことによるものです。 
 

 
 

 
事業費の対前年度比較 

（単位：百万円） 

区  分 １４年度 １３年度 増  減 

事  業  費 ６１，６２４ ６５，４１８ △ ３，７９４ 

扶 助 費 １４，２１７ １４，０２１ １９６ 

公 債 費 ７，４４１ ８，２９４ △ ８５３ 

 
 

一般行政経費 ３９，９６６ ４３，１０３ △ ３，１３７ 
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投資的経費は、対前年度比９億２９百万円、２０．１％の減となり、２年ぶりのマイナスとな

っています。 

これは、新中学校の建設事業が完了したこと、「財政健全化計画」にもとづき、施策の厳

選と経費の見直し等を行ったことによるもので、総額は、平成元年度以降、最小規模となっ

ています。 
 

 
 

 

 

目的別の内訳では、施設建設への着手などにより、総務費、清掃環境費、都市整備

費、土木費が増加しましたが、他の分野ではいずれもマイナスとなっています。 

特に福祉費は、年金事務が国へ移管されることなどにともない、４４億２４百万円、１２．

７％の減となっています。 
なお、諸支出金は、特別会計への繰出し金の増加により、５億３百万円、７．４％の増と

なっています。 
 

 
 

目的別経費の対前年度比較 
（単位：百万円） 

区  分 １４年度 １３年度 増減額 増減率（％） 

議 会 費 ６９０ ７０９ △ １９ △ ２．６ 

総 務 費 １２，７４８ １２，５７４ １７４ １．４ 

福 祉 費 ３０，３５５ ３４，７７９ △ ４，４２４ △ １２．７ 

衛 生 費 ３，７９７ ３，８４５ △ ４７ △ １．２ 

経 済 生 活 費 ３，１９１ ３，２３１ △ ４０ △ １．２ 

清 掃 環 境 費 ４，９２１ ４，９１５ ６ ０．１ 

都 市 整 備 費 ４，７８１ ２，９３１ １，８５１ ６３．１ 

土 木 費 ５，３７３ ５，２７４ １００ １．９ 

教 育 費 ９，９２８ １１，０１８ △ １，０９０ △ ９．９ 

そ の 他 １４，８８４ １５，３３４ △ ４５０ △ ２．９ 

合  計 ９０，６６９ ９４，６０９ △ ３，９４０ △ ４．２ 



 9

６  重 点 施 策  （各分野の記載事業は主な新規事業等） 
 

 

 

（１） 区政運営の刷新    ３０５百万円 
新世紀に対応する新たな行政のスタイルを確立するため、基幹計画の改定、

情報化の推進、区民との協働などへ取り組みます。また、民間との協同を基本に

据え、区制７０周年記念事業を実施します。 

 

 

 
① 基幹計画の改定    ３８百万円 

・新基本構想、新長期計画の策定 
・文化芸術振興ビジョンの策定 

・産業振興計画の策定 

・高齢者支援としまプラン２１、保健医療計画、地域福祉計画の策定 
 

② 情報化の推進    １４６百万円 
・情報化基盤の充実 

・道路台帳管理システムの整備 
 

③ 区民との協働の拡大    １８百万円 
・行政評価（政策評価）の実施 

・区民活動支援制度の創設 
・区民便利帳の発行 

 
④ 政策経営基盤の強化    １９百万円 

・人材育成の強化 
・経験者採用（リカレント非常勤）制度の創設 

・法定外税検討会議の設置 

 
⑤ ７０周年記念事業の実施    ８４百万円 

・文化、芸術振興活動の支援 
・記念事業式典の実施など 

広報としま記念特集号／記念誌発行／大学サミット／演劇祭特別企画公演／友好都市

民俗芸能ｉｎとしま／公会堂５０年史写真展示／名品名産７０選／中山道４００年祭／防災

サミット／森田茂作品展／教育シンポジウム／プレーパーク開設準備 など 
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（２） 新たな保健福祉基盤の整備と区民生活の支援    ４，４０４百万円 

緊急課題となっている介護関連施設整備へ新しい手法で取り組むとともに、子

育て施策の多様化、保健施策の充実などをはかります。さらに厳しさを増す区民

生活を支えるため、施策のレベルアップをはかります。 
 

 
① 介護関連施設の整備支援    ２８７百万円 

・特別養護老人ホーム整備支援 
・介護老人保健施設の整備支援 

 
② 福祉基盤の整備    ３８８百万円 

・鉄道駅エレベーター等設置事業の支援 
・保健福祉基盤整備支援基金の創設 

・新障害者福祉制度移行準備 

・権利擁護センター開設準備 
・福祉のまちづくりの推進 

 
③ 障害者施策の拡大    １２９百万円 

・身体障害者療護施設の整備支援 
・知的障害者グループホームの整備助成 

・就労支援センターの開設 
 

④ 子育て施策の多様化   １７５百万円 
・民間保育所の整備支援 

・認証保育所の運営支援 
・障害児保育の充実 

 
⑤ 保健施策の充実    ８４６百万円 

・Ｃ型肝炎ウイルス検査の導入 

・予防接種の充実（高齢者インフルエンザ） 
・精神障害者ホームヘルプサービスの拡大 

 
⑥ 生活営業基盤の安定支援    ２，５７９百万円 

・中小商工業融資の充実 
・共通商品券発行事業の支援 

・ポイントカードシステムの導入支援 

 

《特別会計における施策》 
３９百万円 

・介護保険料の軽減 
・介護相談員の配置 

・介護サービス評価 
・介護保険事業計画の策定 

・国保レセプト点検強化 
・医療保険制度改正への対応 
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（３） 教育環境の再生    ２，０６４百万円 
学校建設、施設整備を計画的に推進するとともに、学校教育の質的向上、図

書館など生涯学習の基盤を整備します。 
 

 
 

① 新校の建設    ７６４百万円 
・南池袋小学校の着工 

・新中学校（統合３中学校）の設計着手 
 

② 学校適正配置の推進    ３４２百万円 
・大塚台小学校（統合校）等の整備 

・適正配置事業の拡大 

 
③ 学校耐震工事等の実施    ６０１百万円 

・小学校９校 （耐震設計４校・耐震工事５校） 
・中学校３校 （耐震設計３校） 

・中学校への冷暖房設備の設置 
 

④ 学校運営の質的向上    ６５百万円 
・少人数教育モデル事業 

・スクールスタッフ、スクールカウンセラー、外国人講師派遣事業の充実 
・総合的な学習の時間推進事業 

・情報教育研修の充実 
 

⑤ 生涯学習基盤の充実    ２９２百万円 
・ＩＴ基礎講習会の実施 

・図書資料の充実 

・図書館奉仕員の拡大 
・ナイーブネット（点字図書館システム）の構築 
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（４） 総合的な都市づくりの展開    ３，４５１百万円 
新たな資源回収事業をスタートさせるとともに、環境保全施策の充実を期し良

好な都市環境の創出につとめます。 
また、市街地再開発事業、駅周辺整備、都市計画道路整備などにより、安全で

快適な街づくりへ取り組むとともに、新たな住宅施策を展開します。 
 

 
 

① 資源活用推進と環境保全    ５００百万円 
・新資源回収事業の開始 

・ペットボトル再生買い物袋の普及 
・集積所管理システムの構築、不法投棄ごみマップの作成 

・大気汚染対策施策の拡大 

・低公害車の導入 
 

② 都市づくりの推進    ２，９１９百万円 
・東池袋４丁目地区市街地再開発事業の始動 

・目白駅周辺整備 
・都市計画道路１７３号線の整備 

・自転車駐車場、橋梁、公園の整備 
・防災公園街区整備事業の推進（債務負担行為） 

 
③ 街づくり計画等の策定    １７百万円 

・用途地域等の見直し 
・大塚駅周辺整備調査 

 
④ 住宅施策の新たな展開    １５百万円 

・住宅マスタープランの改定 

・高齢者向け優良賃貸住宅の供給 
・高齢者等入居支援事業への着手 
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７  財政健全化計画と財源不足への対応 
 

 

 

平成１６年度に黒字へ転換することを目標に、２年次目となる「財政健全化計画」にもと

づき、予算編成を進めてきました。 

その結果、年金事務の移管、新規施策の実施等により歳入、歳出両面での変動はあっ

たものの、ほぼ「財政健全化計画」（１４年度実施計画素案）における財政フレームに沿っ

た予算案を編成することができました。 
 

 
 

《歳 入》 
（単位：百万円） 

区  分 総   額 一般財源 特定財源 

１４年度予算案 ９０，６６９ ６３，４３２ ２７，２３６ 

財政健全化計画目標額 ９２，０１２ ６２，１４７ ２９，８６５ 

増  減 △  １，３４３ １，２８５ △  ２，６２９ 

 

※ 財政健全化計画目標額は１３年９月策定の「１４年度実施計画素案の計画フレーム」による 

 
 

《歳 出》 
（単位：百万円） 

区  分 総   額 人件費 事業費 投資的経費 

１４年度予算案 
（うち一般財源額） 

９０，６６９ 
（６３，４３２） 

２５，３４３ 
（２４，０２４） 

６１，６２４ 
（３７，９９１） 

３，７０１ 
（１，４１６） 

財政健全化計画目標額 
（    〃    ） 

９２，０１２ 
（６２，１４７） 

２４，８０５ 
（２３，３８６） 

６２，４４９ 
（３６，１０７） 

４，７５８ 
（２，６５４） 

増  減 
（    〃    ） 

△  １，３４３ 
（１，２８５） 

５３８ 
（６３８） 

△  ８２５ 
（１，８８５） 

△  １，０５７ 
（△１，２３８） 
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「財政健全化計画」では、財政を立て直すための「４つの柱」として、「内部努力の徹

底」、「施策の見直し」、「歳入の確保」、「財源対策」を掲げています。 

このうち、「財源対策」を除いた各分野の実施内容は下記のとおり総額で７６億８６百万

円となります。 

なお、既定経費の増加分などを含めて１４年度予算案と１３年度予算を比較すると、５１

億４百万円の効果となっています。 

 

 
※ （ ）内は１３年度当初予算との対比額です。 

 

① 内部努力の徹底   △ １，０２７百万円 （６０４百万円） 
・職員関係経費の見直し（職員数の削減、手当削減）  △８９４百万円 （７３７百万円） 

・非常勤職員等の見直し  △ １３３百万円 

 
 

② 施策の見直し   △ ２，５６６百万円 （△ １，６７６百万円） 
・健全化計画対象事業の見直し  △ １，１８２百万円 

・その他の事務事業の見直し  △ １百万円 
・予備費の削減  △ １００百万円 

・投資的経費の見直し  △１，２８３百万円 （△３９２百万円） 
 

 
③ 歳入の確保    ４，０３３百万円 

・収納率の向上等  ３０６百万円 
・滞納対策等の強化  １百万円 

・手数料・使用料等の適正化 １３７百万円 （１０２百万円） 
・用地の売却  ５６１百万円 

・用地の貸し付け  ７１百万円 

・基金の活用  ２，４１７百万円 （２，３９２百万円） 
・その他（繰越金の確保） ６００百万円 
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 「財政健全化計画」（１４年度実施計画素案）では、内部努力の徹底などによっても財源

不足が解消されない見通しであることから、特別な財源対策として「庁舎等建設基金」から

の運用などを行うこととしていました。 
 １４年度予算案では、「財政健全化計画」で計画した取り組みがほぼ実施できたため、下

記のとおり、計画で予定した規模の財源対策を講じることとしました。 
 

 
 

① 庁舎等建設基金の運用    １，０７９百万円 
 

② 管理職手当の一部返上    ２０百万円 
（管理職手当の２０％相当額の返上） 
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計数表等  
 

 
 
 



①平 成 14 年 度 当 初 予 算（案）財 政 規 模

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 平 成 14 年 度 構 成 比 ％

特 別 区 税 23,285,116 25.7
自 動 車 重 量 譲 与 税 交 付 金 313,531 0.3

1. 地 方 道 路 譲 与 税 交 付 金 190,851 0.2
利 子 割 交 付 金 840,000 0.9

一 歳 地 方 消 費 税 交 付 金 3,932,250 4.3
自 動 車 取 得 税 交 付 金 594,140 0.7
地 方 特 例 交 付 金 1,692,615 1.9

般 特 別 区 交 付 金 27,385,073 30.2
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 41,677 0.0
財産収入（運用・売払収入の一般財源分） 714,754 0.8
繰 入 金 3,124,155 3.4
繰 越 金 600,000 0.7

会 入 一 般 寄 附 金 7,670 0.0
競 馬 組 合 収 益 金 配 分 金 52,397 0.1
運 用 金 1,078,571 1.2

計 国 ・ 都 支 出 金 14,069,562 15.5
特 別 区 債 2,196,000 2.4
そ の 他 一 般 財 源 ・ 特 定 財 源 10,550,258 11.6

計 90,668,620 100.0
特 定 財 源 27,236,452 30.0
一 般 財 源 63,432,168 70.0

歳 人 件 費 25,343,372 28.0
事 業 費 61,623,908 68.0

出 投 資 的 経 費 3,701,340 4.1
計 90,668,620 100.0

2. 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 21,475,852
3. 老 人 保 健 医 療 会 計 23,435,060
4. 介 護 保 険 事 業 会 計 9,252,613
5. 従 前 居 住 者 対 策 会 計 5,706

合　　　　　　　　　　　　　計 144,837,851
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単位：千円

平 成 13 年 度 構 成 比 ％ 増　(　△　)　減 伸　率   ％

23,065,614 24.4 219,502 1.0
318,476 0.3 △ 4,945 △ 1.6
206,832 0.2 △ 15,981 △ 7.7

1,825,553 1.9 △ 985,553 △ 54.0
3,936,015 4.2 △ 3,765 △ 0.1
610,443 0.6 △ 16,303 △ 2.7

1,755,241 1.9 △ 62,626 △ 3.6
28,445,223 30.1 △ 1,060,150 △ 3.7

41,677 0.0 0.0
2,595,463 2.7 △ 1,880,709 △ 72.5
810,670 0.9 2,313,485 285.4

1 0.0 599,999 皆増

7,770 0.0 △ 100 △ 1.3
52,397 0.1 0.0

－ － 1,078,571 皆増

13,198,693 14.0 870,869 6.6
2,493,000 2.6 △ 297,000 △ 11.9
15,245,782 16.1 △ 4,695,524 △ 30.8

94,608,850 100.0 △ 3,940,230 △ 4.2

30,940,691 32.7 △ 3,704,239 △ 12.0
63,668,159 67.3 △ 235,991 △ 0.4
24,561,005 26.0 782,367 3.2
65,417,842 69.1 △ 3,793,934 △ 5.8
4,630,003 4.9 △ 928,663 △ 20.1

94,608,850 100.0 △ 3,940,230 △ 4.2

21,079,575 396,277 1.9

22,648,285 786,775 3.5

8,911,447 341,166 3.8

5,692 14 0.2

147,253,849 △ 2,415,998 △ 1.6
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②平成14年度一般会計当初予算(案)財源別、経費別対前年度比較表

予　　　　　算　　　　　額 　　財

款 特

平成14年度 構成比％ 平成13年度 構成比％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成14年度 構成％

議 会 費 690,019 0.8 708,542 0.7 △ 18,523 △ 2.6

総 務 費 12,747,752 14.1 12,574,077 13.3 173,675 1.4 1,910,773 7.0

福 祉 費 30,354,501 33.5 34,778,706 36.8 △ 4,424,205 △ 12.7 14,098,667 51.8

衛 生 費 3,797,078 4.2 3,844,565 4.1 △ 47,487 △ 1.2 1,295,768 4.8

経 済 生 活 費 3,191,052 3.5 3,231,051 3.4 △ 39,999 △ 1.2 2,121,918 7.8

清 掃 環 境 費 4,921,345 5.4 4,915,330 5.2 6,015 0.1 698,707 2.6

都 市 整 備 費 4,781,124 5.3 2,930,603 3.1 1,850,521 63.1 2,428,719 8.9

土 木 費 5,373,426 5.9 5,273,803 5.6 99,623 1.9 1,801,510 6.6

教 育 費 9,928,215 11.0 11,017,953 11.6 △ 1,089,738 △ 9.9 2,254,272 8.3

公 債 費 7,441,279 8.2 8,293,916 8.8 △ 852,637 △ 10.3 324,748 1.2

諸 支 出 金 7,292,829 8.0 6,790,304 7.2 502,525 7.4 301,370 1.1

予 備 費 150,000 0.2 250,000 0.3 △ 100,000 △ 40.0

歳 出 合 計 90,668,620 100.0 94,608,850 100.0 △ 3,940,230 △ 4.2 27,236,452 100.0

経

款 人　　　　　件　　　　　費 事

平成14年度 構成％ 平成13年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成14年度 構成％

議 会 費 164,730 0.6 168,906 0.7 △ 4,176 △ 2.5 525,289 0.9

総 務 費 6,801,668 26.8 6,096,671 24.8 704,997 11.6 5,945,806 9.6

福 祉 費 9,795,125 38.6 9,534,705 38.8 260,420 2.7 20,548,961 33.3

衛 生 費 1,137,756 4.5 1,186,640 4.8 △ 48,884 △ 4.1 2,616,599 4.2

経 済 生 活 費 232,030 0.9 223,033 0.9 8,997 4.0 2,959,022 4.8

清 掃 環 境 費 2,012,609 7.9 2,062,914 8.4 △ 50,305 △ 2.4 2,811,125 4.6

都 市 整 備 費 521,949 2.1 400,682 1.6 121,267 30.3 3,684,943 6.0

土 木 費 1,551,623 6.1 1,541,354 6.3 10,269 0.7 2,445,634 4.0

教 育 費 3,125,882 12.3 3,346,100 13.6 △ 220,218 △ 6.6 5,202,421 8.4

公 債 費 7,441,279 12.1

諸 支 出 金 7,292,829 11.8

予 備 費 150,000 0.2

歳 出 合 計 25,343,372 100.0 24,561,005 100.0 782,367 3.2 61,623,908 100.0
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単位:千円

源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

定　　　　財　　　　源 一　　　　　般　　　　　財　　　　　源

平成13年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成14年度 構成％ 平成13年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％

690,019 1.1 708,542 1.1 △ 18,523 △ 2.6

1,920,785 6.2 △ 10,012 △ 0.5 10,836,979 17.1 10,653,292 16.7 183,687 1.7

18,773,669 60.7 △ 4,675,002 △ 24.9 16,255,834 25.6 16,005,037 25.1 250,797 1.6

1,334,321 4.3 △ 38,553 △ 2.9 2,501,310 3.9 2,510,244 3.9 △ 8,934 △ 0.4

2,127,696 6.9 △ 5,778 △ 0.3 1,069,134 1.7 1,103,355 1.7 △ 34,221 △ 3.1

604,035 2.0 94,672 15.7 4,222,638 6.7 4,311,295 6.8 △ 88,657 △ 2.1

1,413,569 4.6 1,015,150 71.8 2,352,405 3.7 1,517,034 2.4 835,371 55.1

1,967,789 6.4 △ 166,279 △ 8.5 3,571,916 5.6 3,306,014 5.2 265,902 8.0

2,524,035 8.2 △ 269,763 △ 10.7 7,673,943 12.1 8,493,918 13.3 △ 819,975 △ 9.7

324,748 7,116,531 11.2 8,293,916 13.0 △ 1,177,385 △ 14.2

274,792 0.9 26,578 9.7 6,991,459 11.0 6,515,512 10.2 475,947 7.3

150,000 0.2 250,000 0.4 △ 100,000 △ 40.0

30,940,691 100.0 △ 3,704,239 △ 12.0 63,432,168 100.0 63,668,159 100.0 △ 235,991 △ 0.4

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

業　　　　　　　費 投　　　資　　　的　　　経　　　費

平成13年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成14年度 構成％ 平成13年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％

539,636 0.8 △ 14,347 △ 2.7

6,413,757 9.8 △ 467,951 △ 7.3 278 0.0 63,649 1.4 △ 63,371 △ 99.6

24,745,296 37.8 △ 4,196,335 △ 17.0 10,415 0.3 498,705 10.8 △ 488,290 △ 97.9

2,603,423 4.0 13,176 0.5 42,723 1.2 54,502 1.2 △ 11,779 △ 21.6

3,008,018 4.6 △ 48,996 △ 1.6

2,852,416 4.4 △ 41,291 △ 1.4 97,611 2.6 97,611

2,372,716 3.6 1,312,227 55.3 574,232 15.5 157,205 3.4 417,027 265.3

2,374,954 3.6 70,680 3.0 1,376,169 37.2 1,357,495 29.3 18,674 1.4

5,173,406 7.9 29,015 0.6 1,599,912 43.2 2,498,447 54.0 △ 898,535 △ 36.0

8,293,916 12.7 △ 852,637 △ 10.3

6,790,304 10.4 502,525 7.4

250,000 0.4 △ 100,000 △ 40.0

65,417,842 100.0 △ 3,793,934 △ 5.8 3,701,340 100.0 4,630,003 100.0 △ 928,663 △ 20.1
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 ③ 一般会計当初予算の推移（財源別）

単位：千円・％

当初予算額 財源内訳
年度 特定財源 一般財源

伸び率 伸び率 構成比 伸び率 構成比

千円 千円 千円

元 73,554,896 10.2% 19,786,889 14.3% 26.9% 53,768,007 8.7% 73.1%

2 79,507,272 8.1% 20,248,352 2.3% 25.5% 59,258,920 10.2% 74.5%

3 92,038,534 15.8% 24,326,524 20.1% 26.4% 67,712,010 14.3% 73.6%

4 103,193,018 12.1% 28,496,729 17.1% 27.6% 74,696,289 10.3% 72.4%

5 104,465,045 1.2% 29,036,700 1.9% 27.8% 75,428,345 1.0% 72.2%

6 91,952,809 -12.0% 28,322,705 -2.5% 30.8% 63,630,104 -15.6% 69.2%

7 96,377,760 4.8% 31,075,113 9.7% 32.2% 65,302,647 2.6% 67.8%

8 93,856,317 -2.6% 30,012,742 -3.4% 32.0% 63,843,575 -2.2% 68.0%

9 93,253,015 -0.6% 30,629,238 2.1% 32.8% 62,623,777 -1.9% 67.2%

10 103,029,744 10.5% 40,871,013 33.4% 39.7% 62,158,731 -0.7% 60.3%

11 98,415,301 -4.5% 36,690,735 -10.2% 37.3% 61,724,566 -0.7% 62.7%

12 96,879,702 -1.6% 32,215,368 -12.2% 33.3% 64,664,334 4.8% 66.7%

13 94,608,850 -2.3% 30,940,691 -4.0% 32.7% 63,668,159 -1.5% 67.3%

14 90,668,620 -4.2% 27,236,452 -12.0% 30.0% 63,432,168 -0.4% 70.0%
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 ④公債費比率の推移と見込み
単位；％

年   度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

公債費比率 － － 10.8 12.3 11.0 9.7 10.0

(12.9) (14.0) (12.8) (14.2) (12.7) (11.4) (11.6)

※平成15年度以降の標準財政規模は、財政健全化計画の想定値を前提としている。

※( )内数値は介護関係を含む数値である。

 ⑤起債残高の推移と見込み

単位；百万円

区    分 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度

年度末残高 65,664 66,688 64,605 61,316 57,816 55,143 53,426

元利償還額 7,137 7,437 7,507 8,503 7,420 6,589 6,698

※平成15年度 約２３億４千万円、平成１６年度は 約３５億８千万円 を新たに   

  発行するものとした。残高には特定資金公共事業債（ＮＴＴ債）を含まない。

 ⑥起債依存度の推移

（起債発行額／一般会計歳入規模） 単位；％

区    分 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

年度末残高 5.3 3.9 8.1 5.8 2.8 2.6 2.4
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    需要額増減 合計額 △ 43,175 百万円

《新規算定；９項目》 4,809 百万円

○全国市議会議長会負担金、全国市長会負担金 75 百万円
○児童扶養手当事務費 2,235 百万円
○ファミリーサポートセンター事業費 115 百万円
○認証保育所事業費 326 百万円
○在宅介護支援センター管理運営費 277 百万円
○高齢者インフルエンザ予防接種事業費 1,119 百万円
○バリアフリー計画策定経費 28 百万円
○都市再生総合整備事業事業費 554 百万円
○生活安全対策経費(非常通報設備維持管理費) 80 百万円

《算定改善等；３１項目》 △ 21,790 百万円

<算定充実；３項目> 310 百万円
○路上生活者自立支援事業費の拡充 220 百万円
○生活保護費の充実 60 百万円
○悪臭防止法に規定する監視指導・苦情処理事務費の算入 30 百万円

<事業費の見直し；７項目> △ 5,459 百万円
○国民年金事務費の見直し △ 455 百万円
○都市景観創出向上経費の見直し △ 1,883 百万円
○雨水流出抑制事業経費の見直し △ 1,704 百万円
○耐震診断経費・耐震補強工事費の見直し △ 1,152 百万円
○その他（３項目） △ 265 百万円

<算定方法の見直し；１６項目> △ 16,446 百万円
○地域総合防災センター運営費の見直し 122 百万円
○老人・児童福祉費の測定単位・標準規模の改定 △ 6,990 百万円
○調整交付金<国保>の特定財源への算入 △ 10,992 百万円
○保健所・保健相談所管理運営費の算定改善 271 百万円
○車両雇上経費等の算定方法の見直し
○廃棄物処理手数料の算定方法の見直し
○その他（１０項目） △ 303 百万円

<算定廃止；５項目> △ 195 百万円

○人工肛門・膀胱用装具購入費 △ 141 百万円
○道路開放事業 △ 28 百万円
○その他（３項目） △ 26 百万円

《その他の増減》 △ 26,194 百万円

○退職手当 2,808 百万円
○財源対策経費 △ 1,700 百万円
○経常経費増減 △ 4,250 百万円
○投資的経費増減 △ 23,052 百万円

平成１４年度都区財政調整の主な増減(基準財政需要額)

1,446 百万円
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